
１　任用

 (1) 任用形態別の職員数の状況

（各年4月1日現在）

（注）

 (２) 職員の採用及び退職等の状況（平成２９年度） （単位　人）

(注) ｢その他」には、死亡、任期満了が含まれる。
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を含み、臨時または非常勤職員を除いている。以下同じ。
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山梨市の人事行政の運営状況について
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 (３) 職員の昇任及び降任の状況（平成２９年度）
（単位　人）

(４) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年度4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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(５) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

①　定員適正化目標

②　定員適正化手法の概要

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績)の概要　　

（各年度4月1日現在）

（注）　１　計画期間は１８度～２２年度の５年間である。

　　　　２　（　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
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　定員適正化の目標は、第１次山梨市行財政改革大綱及び集中改革プランによる簡素で効率的な行財政シス
テムの構築の観点から、今後の退職、新規採用の状況等を勘案して、平成１７年４月１日現在の職員数４７
６人を基準として、5年間で７２人（１５％）の職員数を削減し、平成２２年４月１日における職員数を４
０４人とした。更に第2次定員適正化計画の目標数値を定め、平成17年4月1日現在の職員数を基準に、96人
（20％）を削減し平成27年4月1日の職員数を380人と定めた。
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　第１次山梨市行財政改革大綱に基づいた事務事業の見直し、指定管理者制度を含めた民間委託の推進など
に、臨時職員等の活用、市民との協働、人材の育成などを加え、効率的な職員配置を進めながら、計画的な
職員数の削減に取り組む。
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（各年度4月1日現在）

（注）　１　計画期間は２３年度～２７年度の５年間である。
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④　定員適正化計画の一般行政職年次別進捗状況（実績）の内訳　　

（各年度4月1日現在）第1次計画
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（各年度4月1日現在）
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（各年度4月1日現在）
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２　給与
（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２８年４月１日現在の人数である。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には

   当該職員を含んでいない。

（３）ラスパイレス指数の状況

（4）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２９年４月１日現在）
①一般行政職

　　　　

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円
歳 円 円

（5）職員の初任給の状況（２９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（6）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２９年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円－ －

－

教育職
大　学　卒 － － － －
高　校　卒 － －

技能労務職
高　校　卒 － 279,300 279,700 302,900
中　学　卒 － － －

411,600
高　校　卒 － 310,300 359,900 387,600

区　　　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

一般行政職
大　学　卒 273,700 355,200 379,400

技能労務職
高　校　卒 139,400 153,000 －
中　学　卒 － 135,500 －

一般行政職
大　学　卒 178,200 184,800 178,200
高　校　卒 146,100 150,500 146,100

区　　　　　分 山　梨　市 山　梨　県

類似団体 42.4 317,165 372,770

国

山梨県 43.3 335,711 414,651
国 43.6 330,531 410,719

山梨市 42.2 310,351 366,837

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも
のである。

３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額
措置がないとした場合の値である。

全国市平均 98.8 98.5 98.5 98.7

（注） １　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国
の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職
員の俸給月額を100として計算した指数。

山梨市 95.7 95.7 95.7 96.0
類似団体平均 96.8 96.6

区　分 （H24） （H25） （H26） （H27）

326 1,201,561 5,608

給与費　　 B/A 一人当たり給与費

千円 千円

96.6 97.0

5,826
28年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

182,119 444,412 1,828,092

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

1,135,787 3,104,147 13.9 16.6

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）一人当たり （参考）類似団体平均

28年度の人件費率

28年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

35,869 22,313,172

人 件 費 率

　（平成29年1月1日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

（参考）

（H28）
97.2
97.7
99.1

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費



（7）一般行政職の級別職員数の状況（２９年４月１日現在）

（注）１　山梨市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（8) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（28年度支給割合） （28年度支給割合） （28年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（9）退職手当（29年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成28年度に退職した職員に支給された平均額である。

（10）特殊勤務手当（平成29年4月1日現在）

市税等の滞納金の徴収
等に従事した職員の特
殊勤務手当

市税、住宅使用料、
下水道使用料及び
保育料滞納整理従
事職員

過年度分滞納
整理業務

368　千円

徴収件数1件につき6円、徴収
金額1,000円につき7円、差
押・引上・公売　納税者1人に
つき120円

防疫等作業手当
感染症の防疫に従事
する職員

感染症防疫業
務

－ 従事1日につき500円

職員全体に占める手当支給職員の割合（28年度） 3.8 ％

手当の種類（手当数） 7

手当の名称 主な支給対象職員
主な支給対象
業務

支給実績
(28年度決算）

左記職員に対する支給単価

支給実績（28年度決算） 1,506,281 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 125,523 円

49.59 49.59 49.59 49.59

13,715千円 19,943千円

29.145 34.5825 29.145 34.5825

41.325 49.59 41.325 49.59

山　　　梨　　　　市 国

20.445 ######## 20.445 25.55625

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算５～１５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算５～２０％　管理職加算１０～２５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算５～２０％管理職加算１０～２５％

1.7

1.45 0.8 1.45 0.8 1.45 0.8

１人当たり平均支給額（28年度） １人当たり平均支給額（28年度）
―

1,460 1,599

2.6 1.7 2.6 1.7 2.6

山　　　　　梨　　　　　市 山　　　　梨　　　　　県 国

７　　級 課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

9 3.6

６　　級 課長補佐・課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

31 12.4

５　　級 課長補佐・主幹・副主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

27 10.8

４　　級 副主幹・主査・副主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

53 21.3

３　　級 主査・副主査・主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

49 19.7

２　　級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

32 12.9

１　　級 主事・技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

48 19.3

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比



（11）時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（12）その他の手当（29年４月１日現在）

円

円

円

円

（13）特別職の報酬等の状況（２９年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （支給時期）

円

円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

          　 勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

（１期の手当額）

市 区 町 村長 給料月額×在職月数×42/100 15,523,200 任期ごと

副 市 町 村長 給料月額×在職月数×25/100 7,440,000 任期ごと

副 議 長 3.15

議 員

退
職
手
当

備　　　　考

期
末
手
当

市 長 　　（２８年度支給割合）

副 市 長 4.05

議 長 　　（２８年度支給割合）

345,000 474,000 200,000

議 員 335,000 442,000 180,000

報

酬

議 長 370,000 545,000 230,000

副 議 長

副 市 長 620,000 772,000 325,000

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 770,000 950,000 259,000

52,369
管理職手当 給料月額×10/100～

12/100
異 給料月額

×10/100
34,495 千円 638,796

通勤手当 ①交通用具利用者
片道通勤距離（㎞）

同 13,197 千円

249,459
住居手当 借間・借家

・家賃等の金額12,000円
同 16,812 千円 294,947

平均支給年額

（28年度決算）

扶養手当 ・配偶者：13,000円
・扶養：1人6,500円

同 33,178 千円

（注）　 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（28年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総
職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤
務職員を含む。

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（28年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 28 年 度 決 算 ） 247

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ） 74,843

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ） 237

災害応急作業等に従事
する職員の特殊勤務手
当

災害応急作業・災害
状況調査に従事する
職員

災害応急作業・
災害状況調査
業務

－ 従事１日につき500円

支 給 実 績 （ 28 年 度 決 算 ） 77,898

一般廃棄物処理業務に
従事する職員の特殊勤
務手当

一般廃棄物処理業
務に従事する職員の
うち現業に従事する
職員

一般廃棄物処
理業務

389　千円 従事１日につき400円

動物園に勤務する職員
の特殊勤務手当

動物園において動物
等の飼育・管理に従
事する職員

動物等の飼育・
管理業務

24　千円 従事１日につき100円

行旅病人等を処理した
職員の特殊勤務手当

行旅病人、行旅死亡
人、変死人を処理す
る職員

行旅病人、行旅
死亡人、変死人
処理業務

－
行旅病人1件1,000円、行旅死
亡人・変死人1件5,500円

養護老人ホームにおい
て入園者の管理に直接
従事する職員の特殊勤
務手当

養護老人ホームに勤
務する職員のうち現
業に従事する職員

入園者の管理
業務

725　千円
現業職員　従事１日につき500
円、介護職員　従事１日につ
き650円



３　勤務時間等

 (1) 勤務時間の状況（平成30年4月1日）

①1週間の勤務時間

38時間45分

②一般職員の勤務時間

 (2) 一般職員の年次有給休暇の使用状況

平成29年1月1日～平成29年12月31日の平均使用日数　　　8.6日

平成28年1月1日～平成28年12月31日の平均使用日数　　　7.0日

 （3）特別休暇等の状況

男性職員の育児参加休暇

短期の介護休暇

その都度必要と認める期間

5日以内

ボランティア休暇

婚姻休暇

父母の祭日休暇

3日以内

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

生理休暇

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間。ただし、毎月2日を越えることはできない。

種 類

公民権行使休暇

住居滅失・損壊休暇

交通機関の事故等による不可抗力休暇

非常災害交通遮断休暇

夏期休暇

官公署出頭休暇

骨髄提供休暇

配偶者出産休暇

子の看護休暇

2日以内

5日（その養育する中学校就学の始期に達するまでの子が2人以上の場
合は10日）以内

忌引

妊娠中又は出産後通院休暇

5日以内

5日（日常生活を営むのに支障がある者が2人以上の場合は10日）以内

5日以内

開始時間

平成29年4月１日現在

午後0時

～午後1時
午前8時30分

その他

その都度必要と認める期間

付 与 日 数

その都度必要と認める期間

休憩時間終了時間

感染症まん延防止休暇

・　配偶者、父母　：　7日
・　子　：　5日
・　祖父母　：　3日
・　孫　：　1日
・　兄弟姉妹　：　3日
・　おじ又はおば　：　1日
・　父母の配偶者又は配偶者の父母　：　3日
・　子の配偶者又は配偶者の子　：　1日
・　祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母　：　1日
・　兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟姉妹　：　1日
・　おじ又はおばの配偶者　：　1日

1日

分べん休暇

午後5時15分

育児休暇

・妊娠したと認められたときから妊娠6月まで　：　4週間に1回
・妊娠7月から9月まで　：　2週間に1回
・妊娠10月から分べんまで　：　1週間に1回
・出産後1年まで　：　1回

その分べん予定日前6週間に当たる日から分べんの日後8週間目に当た
る日までの期間内

1日2回。1回30分



 (4) 育児休業及び部分休業の取得状況（平成29年度） （単位　人）

 (5) 介護休暇の取得状況（平成29年度） （単位　人）

 　 ２　表左側の「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「育児短時間勤務」欄の上段の平成27年度に新たに育児休業（部

　　　分休業又は育児短時間勤務）を取得した者の数には「平成29年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員で育児休業

　　　（部分休業又は育児短時間勤務） した職員」と「平成28年度以前に育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）が取得可能と

　　　なったが、平成29年度に新規に育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）をした職員」の両方が含まれるので、表右側の「う

　　　ち育児休業取得者数」、  「うち部分休業取得者数」、「うち育児短時間勤務取得者数」の各々と必ずしも一致するわけではな

　　　く、 また下回ることはない。

0

0

その他

0

時間型中心

0

0

0

0

0

女性職員

計
24

 介護休暇

4

（注）１　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「育児短時間勤務取得者数」欄の上段には平成29年度に新たに育児休業

　　　 （部分休業又は育児短時間勤務）を取得した者、下段には、育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）の期間が平成28年

　　　　度以前から平成29年度にかけて引き続いている者の数を記入すること。

 男性職員

計

 女性職員

2

7 02

0

 取得者数

休  暇  の  取  得  形  式

0

0

0 0

0

6 0

0

全日型中心

0

0

000

017

0

計

0 0

6 0

0

2

0
11

6 0
7 0

男性職員

（育児休業

平成29年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員

対象者数）

0

育児休
業取得
者数

うち部分休
業　　取得者

数

うち育児短
時間勤務取

得者数

うち育児休
業取得者数

部分休
業

取得者
数

育児短
時間勤
務取得
者数



４　分限及び懲戒

（１）　分限処分者数（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） （単位：人）

（注）　１.　対象職員は、一般職に属する職員である。

　　　　２．分限処分者数

　　　　　ア　平成２９年度中に休職期間が更新された者を新たに休職処分に付された者とみなしている。

　　　　　イ　失職制度は広義の分限として位置づけられるものであるため、欠格事項に該当する者を分限処分に

　　　　　　付された者とみなしている。

（２）処分事由別分限処分者数（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） （単位：人）

（注）１．処分件数に着目して計上するものであり、延数である。

　　　２．法とは地方公務員法をいうものである。

（３）懲戒処分者数（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） （単位：人）

（注）１．訓告等とは、訓告、厳重注意など実質的な制裁を伴わない矯正措置をいうものである。

（４）処分事由別懲戒処分者数（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） （単位：人）

降任 免職 休職 降給

14

降任 免職 休職区分

0

合計 失職

0 0 14 0

0 0

勤務実績が良くない場合
0 0 0

（法第２８条第１項第１号）

心身の故障の場合

（法第２８条第１項第２号、第２項第１号）
0

失職

0 0

降給 合計

0

0 14

0

0 0

0 0 0

0

0 0 0

0

0

0 00

0

0

（法第２８条第２項第２号）

0 0 0

0 0 0

職に必要な適格性を欠く場合

0

条例に定める事由による場合

（法第２７条第２項）

（法第２８条第１項第３号）

職制等の改廃等により過員等を生じた場合

（法第２８条第１項第４号）

刑事事件に関し起訴された場合

0合計

0

0 0

0 14 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0 0

戒告 減給 停職

法第２８条第４項により失職した者

免職 合計

0
（法第２９条第１項第１号）

法令違反
0 0 0

合計

訓告等

0

戒告 減給 停職

0 6

訓告等免職

0 0

0 0

区分

0 0 0
（法第２９条第１項第２号）

0

0

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
0 0 0 0 0 0

（法第２９条第１項第３号）

職務上の義務違反又は怠慢

0合計 0 0 0



５　服務

（１）　服務規律の遵守に関する取組（平成２９年度）

（２）兼業の許可の件数（平成２９年度）

６　件

厳正な服務規律の確保、公平・公正な職務執行、住民本位の行政の推
進

個人情報の漏洩防止、交通事故の防止・飲酒運転の根絶

職員への周知方法

通達及び伝達

取組内容



６　研修について

（１）人材育成の目的

（２）求められる職員像

１．自立的に行動する職員

２．柔軟な思考で改革に挑戦する職員

３．プロ意識を持って積極的に行動する職員

４．市民に信頼される職員

５．市民とともによりよいまちづくりに邁進する職員

（３）人材育成の方策

１．職員研修

２．職場環境整備

３．人事管理

　市民から信頼されるため、高い倫理観と使命感及び豊な人間性を持って、市民に対する十分な情報公開・情報
提供を行うとともに、説明責任を果たし、「公平・公正・透明」な行政運営を行うことが求められています。

　　「職員研修」、「職場環境整備」、「人事管理」の3つの方策を相互に連携させることにより、効果的な人材育成を
推進していきます。

　愛する山梨市をより魅力的なまちにするため、「行政の視点」だけでなく「市民の視点」を持ち、市民の立場に立っ
て考え、市民と協働してまちづくりに邁進する職員が求められています。

　　国においては、少子高齢化、高度情報化、環境問題などの社会経済情勢の変化による厳しい財政状況の中、
市町村合併、三位一体改革など地方分権を推し進めています。
　地方自治体は、社会の変化とともにますます高度化・多様化する市民の行政需要に適切に応えるとともに、分権
型社会にふさわしい行政体制を自ら確立することを求められています。
　そのため、さまざまな課題を克服し、市民の行政需要に応えていくためには、職員一人一人が行政のプロとして
その資質を磨き、持てる能力を最大限に発揮するよう育成していきます。

　分権時代における地方自治体は、自らの責任において判断し、対応していかなければなりません。行政運営を
直接担う職員もまた、自己決定・自己責任により判断し、行動することが求められています。

　限られた財源のなかで、多様化する行政需要に応えていくためには、いかに効率的な行政運営を遂行するかが
重要になってきます。民間のコスト意識と経営感覚を意識し、従来の前例踏襲、慣行優先的な発想を排除し、多角
的視点で新たな課題に柔軟かつ積極的に挑戦することが求められています。

　複雑化、高度化する行政課題および多様化する市民ニーズに効率的・効果的に対応するため、それぞれの職務
に習熟し、高度な専門知識を備えるとともに、プロ意識・プロ思考を持ち積極的に行動することが求められていま
す。

　職員研修は、研修と啓発によって、職員個人の能力の向上を図ろうとするものです。「職場研修」、「職場外研修」
を体系的に連携、補完、支援させることにより展開します。

　人材育成において、職場環境の整備は不可欠です。職員は仕事を通して育ち、職場は職員の自己啓発の場で
す。日常の職場研修などの学習機会の提供や支援をしていくことが必要です。効果的な人材育成を推進するため
の職場環境は、「学習風土づくり」、「市民等との交流」「目標管理による行政運営」により整備していくこととしま
す。

　人材育成を効果的に推進するため、個々の職員が持つ意欲と能力を最大限に発揮させ、組織全体の能力を高
めることを人事管理の目的として位置づけ、「人材確保」、「人事配置」、「昇任管理」、「人事評価」により、総合的な
人事管理制度を構築していきます。



（４）研修実績（平成29年度）

人

人

人

人

７　勤務成績の評定

　    活力ある組織の実現や効率的な行政運営、職員の人材育成に必要な手段として人事評価を平成28年4月から導入します。

　重要であります。

内　容 参加者・派遣者数

研修所研修

区　分

245山梨県市町村職員研修所研修等

1派遣研修

内閣官房まち・ひと・しごと創成本部 1

　把握して、適材適所の人事配置やメリハリのある給与処遇を行い、職務遂行意欲を向上させ、公務能力の一層の促進を図ります。

　職員の職務遂行能力や勤務実績を、公正・公平かつ客観的に評価し、その評価結果に基づいて、適正な処遇を行うことが

　この制度に基づき、今までの年功的な任用や給与処遇などの画一的な人事管理ではなく、職員個々の能力や実績等を的確に

山梨県　

文部科学省

1



８　福祉及び利益の保護

（1）職員の厚生福利の実施状況（平成29年度）

①職員の健康診断の実施状況

②職員の厚生会事業の実施状況（職員の会費のみで実施する事業は除く。） （単位：円）

公費負担額：2,746,600円×40％≒1,090,000円

９　公平委員会の業務状況

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

　 なし

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況

なし

2,746,600合計

職員

職員

240,000

30,600

保健保養事業（人間ドック補助）

その他福利厚生事業（官公庁大会補助）

保健保養事業（視察研修補助）

福利厚生事業

定期健康診断

項目

市役所本庁舎及び牧丘支所において、職員
健診を実施

全職員

概要

成人病健診

胸部レントゲン

腹部超音波検査

大腸がん検査

乳がん検査

対象者数 事業費

項　目 検診項目概　要 対象者数

胃部レントゲン

山梨市職員の厚生会会員数：379人

職員 2,476,000

子宮がん検査

全職員

全職員

全職員

全職員

女性職員

女性職員


